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包括外部監査の結果に係る措置結果について 

 

 

平成20年３月31日付けで公表した包括外部監査の結果に対し、知事から監査の結果に基づき措置を講じた旨 

 

の通知が、平成21年３月10日にあったので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定によ 

 

り、当該通知に係る事項を次のとおり公表する。 
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平成20年3月31日付け包括外部監査報告に係る措置 

 

兵庫県立大学の財務に関する事務の執行及び運営の管理について 

指摘事項及び意見 対応及び改善策 

１ 収納事務に関する事項  

（1） 大学授業料 

① 学生情報システムの利用情況について(意見) 

学生数を管理するための学生情報システムが月次

で利用されず、年度末に別途入力しているため、学

年別のデータがとれない等、システム本来の目的が

達成できていない。（明石キャンパス） 

平成21年３月から新システムに移行した

ことに伴い、これまでの問題点を解消し、

活用しやすいシステムに改善したところで

ある。 

② 未収管理の統一的取扱いについて（意見） 

授業料の未納者に対し、姫路工業大学の学生と兵

庫県立大学の学生では、催告状の出し方が異なって

いる。県立大学として統一的な取扱いが望まれる。

（播磨科学公園都市キャンパス） 

催告状（停止条件付除籍通知）の発送の

取扱いを統一した。 

（2） 大学公開講座受講料 

① 即納書用紙の管理について（意見） 

ａ  即納書は消耗品出納簿で受払管理をすることが

必要である。（神戸学園都市、明石キャンパス）

ｂ  未使用の即納書の裁断処理ができていない。（神

戸学園都市キャンパス） 

ａ 「即納書受払簿」を作成し、即納書を

管理することとした。 

ｂ 指摘のあった未使用の即納書は裁断処

理を行い、取り扱いについて、周知徹底

を図った。 

② 公開講座受講料の見直しについて（意見） 

公開講座の開催経費の収支決算において赤字があ

る。公開講座に必要な直接経費を回収できる水準に

受講料を設定することが必要である。（明石キャン

パス）           

指摘のあった国際セミナーは、看護学部

における国際的な研究交流事業の一環と位

置づけ、費用の採算性のみを重視するもの

ではないが、今後の事業の企画にあたって

は,趣旨と採算性を適切に勘案して検討す

る。 

なお、本事業については、平成19年度以

降実施していない。 

（3） 大学入学料 

① 入学料算定資料の内部チェックについて（意見）

入学料収入事務は適正に行われていたが、この検

証作業の際、調整に手間取るキャンパスがあったこ

とから総務課と学務課作成資料の整合性を上席者が

確認するシステムが必要である。（全キャンパス） 

（4）  大学入学考査料 

① 入学考査料算定資料の内部チェックについて（意

見） 

上記(3)①の入学料算定資料の内部チェックと同

じ(全キャンパス） 

これまで各キャンパスの総務課と教務担

当課が相互の資料を突合させ、整合性を確

認してきたが、その結果を課長等が点検す

ることとし、周知徹底を図った。 

        

（5） 延滞金  

① 延滞金算定誤りの再発防止について（意見） 

平成18年度の内部監査で、延滞金の算定誤りが２

件指摘され、決算上は修正されていた。 

副担当や担当課長補佐が精査した上で、

総務課長が決裁するよう周知徹底を図っ

た。 
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今後の再発防止策を講じておく必要がある。（明

石キャンパス）       

 

（6） 県立大学外部研究等資金受入金 

① 県立大学学術奨励会の預金残高管理について（意

見） 

助成金の出納計算書に、預金の残高を示す帳票が

作成されていない。多桁式の支払額一覧を改良する

等して残高管理する必要がある。（姫路新在家、神

戸学園都市キャンパス） 

平成21年度から、出納計算書に残高欄を

設ける等様式を変更し、残高管理すること

とする。 

（7） 雑入 

① 前受金の受払管理について（意見） 

西播磨学生寮の前受けしている寮費等について

は、精算の必要から受払管理簿（出納帳）の作成と、

組織的な管理の必要がある。（播磨科学公園都市キ

ャンパス） 

受払管理簿（出納帳）を作成し、毎月末

に所属長が検査する仕組みに改めた。 

 

 

②  寮費の負担額の見直しについて（意見） 

西播磨学生寮の寮費は低く抑えられており、入寮

できず民間賃借をしている学生との差が大きくなっ

ている。 

また、学生寮の直接経費及び減価償却費等の間接

経費等に対し、入寮者の負担割合は大幅に下回って

いるため、実費補償の観点から寮費の設定基準を検

討する必要がある。（播磨科学公園都市キャンパス）

優秀な学生をより多く入学させ勉学と生

活の便宜を図るためには、単に実費補償の

面からのみ寮費を設定することは適切でな

く、また、近隣国公立大学の学生寮と比較

しても特に不均衡はない。 

但し、今後入居できなかった学生との差

が広がるような場合があれば対応を検討し

ていく。 

③  前受金徴収額の見直しについて（意見）          

寮費等は前払いとして徴収し、翌年度の７月から

８月に精算される。徴収漏れがないよう余裕を持っ

て徴収しているため、翌年度の寮費を加えると前受

け金が60,000千円と多額になることから、徴収する

金額を相当額減額することが望ましい。（播磨科学

公園都市キャンパス）  

６箇月毎に、寮費・光熱水費に加えて補

修費積立金等を徴収しているが、退寮時の

返金額が10千円未満の者も多く、前受金を

減額すると、退寮時に補修費が不足する可

能性が高いため、現在の徴収方法を継続す

る。 

また、支出・収入手続きは、財務規則に

準じて行い、月ごとに事務部長が残高確認

を実施している。 

（8）  後援会収入 

① 現預金残高の管理の必要性について（意見） 

実習実験費出納簿を、残高が明らかになる様式に

改善し、総務課長は毎月一度帳簿残高と預金通帳の

一致を確認しておく必要がある。（全キャンパス） 

実習実験費出納簿を残高が確認できる様

式に改めた。 

また、残高と通帳の確認については、毎

月総務課長が確認した上で、事務部長等が

検査するルールをより徹底するよう指導し

た。 

２ 教育研究活動に関する事項 

(1)  教員割当研究費について 

①  教員割当研究費の見直しについて（意見） 

現在行っている教員の職位・講座ごとの一律な予

算（執行可能額）配分から、研究・教育活動計画又

は評価結果に応じた配分に変更すべきである。 

教員割当研究費は、教員当校費（研究に

要する経費）と、学生当校費（教育に要す

る経費）に分けられるが、学生当校費は、

学生の研究指導のための経費であり、学生

数に応じた配分となっている。 

教員当校費については、現在試行中の教
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その意味で、教員割当研究費の原資の過半を課題

審査のある学長裁量の特別教育研究助成金に廻すこ

と等を検討すべきである。 

また、研究効果を明確にするためにも、研究計画

書・研究実績報告書の作成が必要である。（神戸キ

ャンパス） 

員評価制度が定着した段階で、研究費の配

分に教員評価の結果を反映させることを検

討している。 

なお、その場合でも、大学教員として行

う教育研究に必要な最低限の基礎的研究費

として一定程度の一律配分は必要と考えて

いる。 

②  教員割当研究費等の予算と実績の管理について

（意見） 

教員割当研究費の予算と実績との比較管理は電算

機を用いて行われているが、入力が的確に行われて

いない等有効に活用されていない。（明石キャンパ

ス） 

平成20年３月末に研究費管理システムを

改良した上で、有効に活用している。 

（2）  特別教育研究助成金について 

①  特別教育研究助成金の管理について（意見） 

ａ 特別研究費の予算が余った場合、担当教員の裁

量により、他の研究に流用しているケースが見ら

れた。（全キャンパス) 

ｂ 特別教育研究助成金は、研究テーマごとに費用

実績を集計し、予算との整合性を検討できるよう

にしておくべきである。（全キャンパス） 

ｃ 特別教育研究助成金研究結果報告書に日付記入

漏れがあった。また、評価の実証が望まれる。（神

戸キャンパス） 

ａ 特別教育研究助成金の執行について

は、12月と２月に執行残額の確認をし、

執行残額の多い教員には計画的な執行を

心がけるよう注意喚起するとともに、最

終的に執行残額が出た場合は、本部と各

部局が協議し執行方法を決定することと

した。 

ｂ 研究成果報告書の中に、費用実績の報

告を加えることとした。 

ｃ 日付の記入については、今後は漏れが

ないよう周知徹底を図った。 

研究結果の評価については、平成20年

度分（平成21年度提出）から導入する。

（3）  共同研究について 

①  経費支出明細の作成不備について（意見） 

共同研究に要した経費の支出実績は、共同研究契

約書上で相手方への提出が明記されていない場合で

も、管理上契約毎に経費支出実績表を作成しておく

ことが望ましい。(高度産業科学技術研究所、神戸学

園都市キャンパス） 

契約書上で相手方への提出が明記されて

いない場合でも、契約毎に経費支出実績表

を作成するよう改めた。 

②  共同研究完了報告書の提出漏れについて（指摘事

項） 

共同研究完了報告書が的確に提出されていなかっ

た（18件）。内部チェック手続きを定めておく必要

がある。（姫路書写キャンパス） 

すべての共同研究について、完了報告書

を作成することとし、周知徹底を図った。

③  研究費で購入した備品出納簿への記載遅れについ

て（指摘事項） 

共同研究費により購入した備品の備品出納簿への

記載が遅れていた。（姫路書写キャンパス、高度産

業科学技術研究所） 

備品出納簿への記載については、速やか

に記入を行い、定期的に総務課長が確認し

た上で、事務部長等の自己点検をより徹底

するよう指導した。 
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④ ニュースバルの利用料について（意見） 

新設の「産業用分析ビームライン」は、使用料を

決めて徴収する方針とのことだが、既設分について

は、今まで企業のニュースバル利用は、共同研究と

いう名目であったため、研究料の額は低く設定し徴

求されていたのが現状である。早い時期にニュース

バルの使用料を決めておれば、相当多額の使用料が

徴求できていたのではないか。（高度産業科学技術

研究所） 

従来のニュースバルの利用については、

学術研究を目的としており、企業の利用に

関しても共同研究に限定してきた。そのた

め、費用については、受益が県及び企業の

双方に帰属すること等を勘案し、企業側の

負担として当該研究に係る直接経費に加え

て、企業が研究員を派遣した場合には兵庫

県立学校授業料等徴収条例に基づき研究料

を徴収してきた。 

今回の新ビームラインは、平成20年10月

から産業利用として供用を開始したが、受

益がすべて企業に属することから、年間維

持費と稼働時間を考慮した上で相応の使用

料を設定しており、多額の使用料を徴収す

るものではない。 

（4）  受託研究について 

①  経費支出明細の作成不備について（意見） 

受託研究に要した経費の支出実績は、受託研究契

約書上で相手方に提出することが明記されていない

場合でも、管理上作成しておくことが望ましい。（高

度産業科学技術研究所、神戸学園都市キャンパス）

契約書上で相手方への提出が明記されて

いない場合でも、契約毎に経費支出明細を

作成するよう改めた。 

② 受託研究完了報告書の提出漏れについて（指摘事

項） 

受託研究完了報告書が的確に提出されていなかっ

た（14件）。内部チェック手続きを定めておく必要

がある。（姫路書写キャンパス） 

すべての受託研究について、完了報告書

を作成することとし、周知徹底を図った。

③ 研究費で購入した備品出納簿への記載遅れについ

て（指摘事項） 

委託研究経費により購入した備品の備品出納簿へ

の記載が遅れていた。（姫路書写キャンパス、高度

産業科学技術研究所） 

備品出納簿への記載については、速やか

に記入を行い、定期的に総務課長が確認し

た上で、事務部長等の自己点検をより徹底

するよう指導した。 

④ 受託業務の収支処理漏れについて（指摘事項） 

受託契約に係る収入・支出２件が県立大学の平成

18年度歳入・歳出に計上されていない。契約書は県

立大学で締結されており、科学研究費補助金のよう

な教員個人の契約でないので、県立大学の歳入・歳

出として処理すべきである。（明石キャンパス）  

すべて県の歳入とし、適正な予算の管

理・執行を行うよう周知徹底を図った。 

（5）  研究助成金について 

①  県立大学学術奨励会の内規違反について(意見） 

研究助成金は、助成金の交付のあった年度内に完

了しないときは、翌年度に限り繰越しすることがで

きるが、平成18年度末で翌々年度以降に繰越されて

いるものが42件ある。(全キャンパス） 

近隣の国公立大学では、無期限での繰越

しを可能としていることから、本学でも、

研究奨励寄附の趣旨を生かし、繰り越しの

期限を撤廃することとし内規を改正した。

② 県立大学学術奨励会で保有する現金預金残高の開

示について（意見） 

研究助成金を学術奨励会に対する交付金として経

理し、現預金の残額は開示されていない。県の歳入

平成20年度の決算から、県立大学等のホ

ームページで公開する方向で検討してい

る。 
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歳出外現金として扱うか、これに準じて決算書上明

示することが望ましい。（全キャンパス） 

 

③ 高度産業科学技術研究所における事務処理担当部

署について（指摘事項）  

研究助成金の支出事務は書写キャンパスが代行し

ている。管理上、当研究所における研究経費の具体

的内容は、当研究所自身で把握しておくことが望ま

しい。（高度産業科学技術研究所） 

少人数による効率的な事務処理という観

点から、支出事務は、学術奨励会が専任の

事務職員を配置している書写キャンパスが

代行しているが、高度産業科学技術研究所

においても、執行状況や残高について把

握・管理しており、今後も事務の連携を図

りながら適正に管理していく。 

④ 備品の寄附処理漏れ等について（指摘事項） 

研究助成金で購入した備品の、県立大学への寄附

申出書と備品出納簿への登録に、遅れ・漏れ・寄附

処理金額誤りがあった。（姫路書写キャンパス、地

域ケア開発研究所、姫路新在家キャンパス） 

寄附申出書と備品出納簿の整理を行っ

た。 

備品出納簿への記載については、速やか

に記入を行い、定期的に総務課長が確認し

た上で、事務部長等の自己点検をより徹底

するよう指導した。 

⑤ 助成金出納計算書の作成漏れについて（指摘事項）

助成金出納計算書の作成漏れが、１件あった。（姫

路新在家キャンパス） 

助成金のチェックリスト一覧を作成する

こととし、作成漏れがないよう周知徹底を

図った。 

（6） 科学研究費補助金について 

① 備品の寄附処理漏れ等について（指摘事項） 

科学研究費補助金で購入した備品の、県立大学へ

の寄附物品受入処理と備品出納簿への登録に、遅

れ・漏れ・寄附処理金額誤りがあった。（神戸学園

都市、姫路新在家キャンパスを除く全部局）    

寄附申出書と備品出納簿の整理を行っ

た。 

備品出納簿への記載については、速やか

に記入を行い、定期的に総務課長が確認し

た上で、事務部長等の自己点検をより徹底

するよう指導した。 

② 科学研究費支出簿の重複記帳について（意見） 

工学研究科は科学研究費の支出簿を各号館の事務

係と事務局経理課が同じ機能の支出簿を重複して作

成している。支出簿は速やかに電算機処理し一本化

・省力化すべきである。（姫路書写キャンパス） 

事務の効率化に加えて、公的研究費の適

正管理の面も考慮し、平成21年度から研究

費を一元管理する電算システムを導入す

る。 

③ 研究経費の二重払いについて（意見） 

科学研究費の出納帳で、二重払いによる訂正記録

が３箇所みられた。物品購入に係るルールを明確化、

統一化し、手続きの徹底が必要である。（播磨科学

公園都市キャンパス）               

平成20年３月にキャンパス毎に、公的研

究費の管理・監査体制等に関する研修会を

開催し、物品の購入・検収手続等について

周知徹底を図った。 

（7） 21世紀ＣＯＥ補助金について 

① 収支簿の作成漏れについて（指摘事項） 

21世紀ＣＯＥ補助金の全体の収支簿が整備されて

いないため、平成18年度の費目別収支決算書（直接

経費）のチェックが容易にできない。（地域ケア開

発研究所）   

21世紀ＣＯＥ補助金については、プロジ

ェクト班毎に収支管理を行い、毎年度末に

全体の収支決算を行っていた。当該補助事

業は、平成19年度末で終了しているが、今

後同種の補助金の執行がある場合には、全

体の収支簿を作成し、収支管理の適正化を

図ることとする。 

② 備品の寄附処理漏れについて（指摘事項） 

21世紀ＣＯＥ補助金で購入した備品の寄附処理を

していない。備品管理の面からも寄附処理すべきで

文部科学省の通知により、21世紀ＣＯＥ

補助金で購入した備品は、補助事業が終了

しても減価償却期間が経過するまで処分
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ある。（地域ケア開発研究所） （大学への寄附を含む。）できないことと

なっており、地域ケア開発研究所において

該当分の備品整理簿を作成し適正に管理し

ている。 

（8） 研究費による備品購入手続の不備について 

① 物品購入に係る納品書等の日付について（指摘事

項） 

物品購入の際の業者からの納品書に日付の記入漏

れが多々あった。（全キャンパス）  

平成20年３月にキャンパス毎に、公的研

究費の管理・監査体制等に関する研修会を

開催し、物品の購入・検収手続等について

周知徹底を図った。 

② 県立大学としての備品調達手続の統一について

（意見） 

予定価格が１件につき30千円以上の物品につい

て、物品調達事務取扱要領に規定されている見積り

合わせを省略しているものがあった。県立大学とし

てのルールを定めるのであれば、理由を明確にし、

全学統一のルールを作成することが必要である。（神

戸キャンパス） 

物品調達事務取扱要領に基づき、適正な

手続きをするよう周知徹底を図った。 

③ 購入理由書の作成漏れについて（指摘事項） 

200千円以上2,000千円未満の備品購入について

「購入理由書」が作成されていなかった。また、機

種機能の異なるものには、価額だけで選定できない

ので、必ず「購入理由書」を作成添付すべきである。

（姫路書写、姫路新在家キャンパス） 

物品調達事務取扱要領に基づき、適正な

手続きをするよう周知徹底を図った。 

④ 相見積書の入手漏れについて（指摘事項） 

ａ １個当たり200千円未満でも１契約当たり200千

円以上の備品について相見積処理が執られていな

かった。（姫路書写、姫路新在家キャンパス） 

ｂ インターネット販売であるという理由から最も

安いと判断し、備品を相見積書を取らずに１社と

随意契約していた。インターネット上での販売価

格が必ずしも最も安いという保証はないので、相

見積書を取るべきであった。（神戸キャンパス）

ａ  物品調達事務取扱要領に基づき、適正

な手続きをするよう周知徹底を図った。

ｂ  インターネット販売の価格で購入する

場合でも、必ず相見積書を取るよう指導

を徹底した。 

⑤  見積書の添付漏れについて（指摘事項） 

播磨科学公園都市キャンパスでは物品購入の際に

見積添付の基準が１件300千円以上となっている。 

また、備品購入理由書への見積書の添付漏れが１

件あった。（播磨科学公園都市キャンパス） 

物品調達事務取扱要領に基づき、適正な

手続きをするよう周知徹底を図った。また、

平成20年３月にキャンパス毎に、公的研究

費の管理・監査体制等に関する研修会を開

催し、物品の購入・検収手続等について周

知徹底を図った。 

（9）  教員の海外派遣等について 

① 海外派遣等に係る復命書の提出漏れについて（指

摘事項） 

平成18年度の海外派遣等につき復命書の未提出並

びに提出日の記入漏れがあった。（全キャンパス）

帰庁後５日以内に必ず提出するととも

に、日付の確認も行うよう周知徹底を図っ

た。 

（10）  研究に関する中期計画について 

① 研究に関する中期計画について（意見） 

第Ⅰ期中期計画の、「先導的・独創的な研究の推

各部局により取組状況が異なるため、記

載内容にもばらつきが生じているが、平成

22年度からの次期中期計画では、達成度を
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進」に対する各部局からの自己点検・評価調書には、

明確に達成されたか否かの記載がされていない。こ

の項目は、非常に重要なテーマであると考えられる

ので、詳細に点検・評価し、推進すべきものと考え

る。（神戸キャンパス） 

記載するよう徹底する。 

３ 総合教育センターの教育改革に関する事項 

(1)   遠隔授業の推進について（意見） 

設備面の課題を解消するとともに、遠隔授業の科目

数を増加する等、遠隔授業システムをもっと活用させ

るべきである。また、履修生が極端に少ない科目は遠

隔授業を取り止めることも検討すべきである。（神戸

キャンパス）                   

平成21年３月から遠隔授業システムの契

約を更新したことに伴い、これまでの問題

点を解消し、活用しやすいシステムに改善

したところである。 

その上で履修生が極端に少ない科目の取

扱いについては、遠隔授業の取止めも含め

て検討していく。 

(2) 学生による授業評価アンケートについての問題点に

ついて（意見） 

ａ アンケート結果の活用方針を明確にすべきであ

る。 

ｂ  各教員の見解等を記載する「授業評価を受けて」

の記載レベルを合せるよう、教員を指導すべきであ

る。 

ｃ  アンケート結果に対し、教員が回答書を作成する

よう義務付けを検討すべきである。 

ｄ  全科目がアンケート実施されているかどうか大学

本部で検証しておくべきである。 

ｅ  教員ごとの回収割合を把握することと回収割合を

高める工夫が必要と思われる。（神戸キャンパス） 

現在の授業評価アンケートは、教員の教

育改善を目的に実施しているが、今後は現

在試行中の教員評価制度にも活用すること

としている。 

また、教員の回答書作成を義務付け、ア

ンケート実施結果を本部で検証するととも

に、回収割合を高めるよう部局を通じて徹

底していく。 

(3) 公開授業の推進について（意見） 

公開授業への教員の参加人数が少ない。教育改革部

会のリーダーシップと参加者を増やす工夫が必要であ

る。（神戸キャンパス） 

今後とも教授会等で公開授業への参加を

積極的に呼びかけて行く。なお、公開授業

をはじめとする教育改革をより積極的に展

開するため、平成21年度から、教育改革の

推進を専管する組織として「教育開発セン

ター」を設置する。 

(4) ＡＯ入試の推進について（意見） 

アドミッションポリシーに即した人材を幅広く受け

入れるため、定員のあり方について検討していく必要

がある。また、アドミッション・オフィスの体制整備

を図り、ＡＯ入試の実施、入試制度の調査研究、入学

者の追跡調査、新しい入試方法の企画開発等の推進体

制のさらなる充実、強化が必要と考えられる。（神戸

キャンパス） 

ＡＯ入試のあり方については、入学試験

協議会のＡＯ入試部会において検討中であ

る。 

今後は、平成21年度に設置する教育開発

センターを中心に、ＡＯ入試を含めた入試

制度改革についても検討を進めていく。 

４ 学術総合情報センターの情報システムに関する事項 

① 研究費の事務処理の電算化について（意見） 

教員の研究費については、教員のテーマ毎に予算が

割当てられ、各自ハンドで収支簿を作成し、予算管理

している。コスト削減・事務の簡素化の観点から、電

算化を早急に実施すべきである。（神戸キャンパス）

既に一部のキャンパスで導入していた

が、平成20年度にさらに使いやすいシステ

ムに改良したところであり、今後全学的に

活用していく予定である。 
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５ 人件費に関する事項 

Ⅰ 報酬 

(1) 非常勤講師に関する事項 

① 報酬支給時間数の根拠不備について（意見） 

時間割表のコマ数と出勤簿の日数に不一致があ

る。休講の証跡として書面による届出書を提出す

べきである。（姫路書写キャンパス） 

休講の場合の教員からの届出について

は、教員が文書で提出するように改め周知

徹底を図った。 

 

② 報酬支給額の計算ミスについて（指摘事項） 

非常勤講師の報酬を少なく支給していた。報酬

等の根拠資料を作成者以外の者がチェックするよ

うにしておく必要がある。(神戸学園都市、播磨科

学公園都市キャンパス） 

過少支払いについては、追給処理を行っ

た。また、副担当や担当課長補佐が精査し

た上で、総務課長が決裁するよう周知徹底

を図った。 

 

③ 決裁書不備について（指摘事項） 

採用の決裁書に決裁日付や公印使用承認がない

ものがある。（姫路書写、播磨科学公園都市キャ

ンパス） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

(2) 非常勤嘱託（月額）に関する事項 

① 報酬の払い戻し処理について(意見） 

欠勤のため、報酬の払戻しをしているが、有給

休暇が残っているので、年休残がある旨を本人に

伝え有給扱いとすべきであった。（姫路書写キャ

ンパス） 

年休簿をよく確認して、適切に事務処理

を行うよう周知徹底を図った。 

② 決裁書の不備について（指摘事項） 

採用の決裁書に決裁日付や公印使用承認がない

ものがある。（高度産業科学技術研究所） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

 

(3) 非常勤嘱託（日額）に関する事項  

① 報酬支給日数の誤りについて（指摘事項） 

出勤簿の日数と実際の支払い日数が合わないも

のがあった。支給金額算定時に証拠書を確認し、

不一致があれば原因を調査し、修正しておくこと

が必要である。（姫路書写、播磨科学公園都市キ

ャンパス、高度産業科学技術研究所） 

確認したところ、週休日等の振替簿の記

入漏れが原因であり、支給については問題

なかった。 

副担当や担当課長補佐が精査した上で、

課長や事務部長が決裁するよう周知徹底を

図った。 

② 海外出張中の休日の扱い見直しについて(意見)

海外出張の場合には、土・日を現地で休息にあ

てるか、土・日に開催される学会等に参加するか

によって日額報酬の支給対象となるか判断すべき

である。期間中に土・日等が含まれている場合は、

支給金額算定時に学会等の日程表を入手し、確認

することが必要である。（明石キャンパス、高度

産業科学技術研究所） 

確認したところ、いずれも代休処理を行

っており、正しく支給されていた。 

今後とも、事前に日程表の提出を求め、

必要な場合には代休処理を行うなど、適正

な事務処理を図っていく。 

 

③ 人事発令通知書と報酬決定額の不一致について

（指摘事項） 

非常勤職員の人事発令通知書と報酬の決定額の

不一致で、報酬が過大に支給されていた。（明石

キャンパス） 

報酬額の過大支給については、返納の手

続きを行った。 

副担当や担当課長補佐が精査した上で、

課長や事務部長等が決裁するよう周知徹底

を図った。 
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④ 決裁書の不備について（指摘事項） 

採用の決裁書に決裁日付や公印使用承認がない

ものがある。 （播磨科学公園都市、明石キャンパ

ス、高度産業科学技術研究所） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施

し、公印使用承認簿の記載確認を行うよう

周知徹底を図った。 

 

(4) 外国人教師に関する事項 

① 同意書の正副区分明確化について（意見） 

外国人教師の任用に際して、日本語及び英語の

２種類の同意書を作成しているが、万一に備えて

いずれの同意書が正となるかを書面上明確にして

おくことが必要である。（神戸学園都市、姫路新

在家キャンパス） 

平成20年度の同意書から、日本語の同意

書が正本である旨書面に記載した。   

② 在宅勤務の実態把握について（意見） 

外国人教師について在宅による研修を認めてい

る場合、在宅研修の執務内容の報告制度等を設け、

勤務状態を把握すべきである。(神戸学園都市キャ

ンパス） 

外国人教師の勤務条件については正規教

員に準じることとしており（兵庫県立大学

の外国人教師の処遇等に関する取扱要綱第

１条）、正規教員の場合、在宅研修の執務

内容の報告は求めておらず、外国人教師も

同様の取扱いを行っている。 

③ 出勤日数の確認について（意見） 

外国人教員の在宅勤務について、在宅勤務を認

めていないキャンパスの場合、他キャンパスでの

講義がある時以外は無断欠勤として扱うべきもの

である。（姫路新在家キャンパス） 

外国人教師の勤務条件については正規教

員に準じることとしており（兵庫県立大学

の外国人教師の処遇等に関する取扱要綱第

１条）、在宅勤務についても正規教員と同

様に、すべてのキャンパスにおいて在宅勤

務が認められている。 

④ 経験年数の扱い見直しについて（意見） 

外国人教師の報酬月額を決定するにあたり、「在

家庭」の期間を経験年数に勘案しているが客観的

に本人のスキルが向上しているとは認識し難いた

め経験年数に加算すべきではない。（神戸学園都

市、姫路新在家キャンパス） 

経験年数の換算については、「公立学校

教職員等の給与に関する規則」により経験

年数換算表を掲げ、経歴の種類に応じた換

算率が決められている。教員は、教育公務

員特例法において職責を遂行するために絶

えず研修することが求められており、在家

庭期間中の自己研鑽を一定の換算率で見込

むこととしているものである。今後は、特

に国立大学や他大学の取り扱いの動向等に

留意しつつ、換算率など制度の運用につい

て留意していきたい。 

Ⅱ 賃金                          

(1) 臨時的任用職員に関する事項 

① 決裁書の不備について（指摘事項） 

採用の決裁書に決裁日付や公印使用承認がない

ものがある。（神戸学園都市、姫路書写、明石キ

ャンパス） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

 

(2) 日々雇用職員に関する事項 

① 雇用通知書の作成漏れ等について（指摘事項）

平成17年度の中途採用者が18年度も継続雇用さ

れているが、平成18年度について雇用に関する決

裁及び雇用通知書が作成されていない。また、外

日々雇用職員取扱要領に則り、適正に事

務を行うよう周知徹底を図った。 
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部資金による受託研究等で１年を超える継続雇用

が不可欠な場合は、適切な承認手続きを可能にす

る例外措置を設けておくことが必要である。（高

度産業科学技術研究所） 

 

②  出勤簿の記載誤りについて（指摘事項） 

出勤簿の出勤日数と、支払い日数に不一致（出

勤日が６日多い）がある。（明石キャンパス） 

確認したところ、出勤簿への旅行命令や

週休日等の振替等の記載誤りが原因であ

り、６日間の不一致分の支給について問題

はなかった。今後は副担当や担当課長補佐

が精査した上で、課長や事務部長が決裁す

るよう周知徹底を図った。 

③ 決裁書の不備について（指摘事項） 

採用の決裁書に決裁日付や公印使用承認がない

ものがある。（姫路書写、明石キャンパス） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

 

Ⅲ 職員手当（除く退職手当）                      

(1) 超過勤務手当に関する事項 

① 超過勤務手当の支給月ズレについて（指摘事項）

ａ 超過勤務手当が入力ミスで過少支給となった

ため、翌月に加算して支給している。 

ｂ １月度以前の超過勤務時間に対する手当が、

予算がなかったため３月に支給している。（姫

路書写、明石キャンパス） 

超過勤務手当について、入力ミスの防止

や適切な支給を行うよう周知徹底を図っ

た。 

② 超過勤務命令簿の記載漏れ、記載ミスについて

（指摘事項） 

超過勤務命令簿の超過勤務時間の記載漏れ、記

載誤り等があり正確な記載が望まれる。(姫路書

写、神戸学園都市キャンパス） 

副担当や担当課長補佐が精査した上で、

総務課長が決裁するよう周知徹底を図っ

た。 

③ 訂正印の押印について（意見） 

超過勤務命令簿の記載内容を誤った場合、二重

線で訂正しているが、承認関係を明らかにするた

め、命令者の訂正印を押印すべきである。（明石

キャンパス） 

命令権者が訂正印を押すよう改めた。 

④ 休憩時間の明示について（意見） 

休日出勤の超過勤務命令簿記載に際し、休憩時

間の記入が望まれる。（明石、播磨科学学園都市

キャンパス）  

超過勤務命令簿には、休憩時間を記載す

る欄を設けていないが、休憩時間がある場

合には、そのことが明確にわかるよう注記

するよう周知徹底を図った。 

(2) 特殊勤務手当に関する事項 

① 夜間看護等手当の支給当否について（意見） 

12月29日から１月３日の間に出勤した常勤職員

（保安員）に対して夜間看護等手当が支給されて

いる。しかし、当該保安員は、雇用当初より当該

期間に勤務時間が割り振られており、正月休暇に

出勤という意味合いは薄く、夜間看護等手当を支

出するべきでない。（姫路書写、姫路新在家キャ

ンパス） 

年末年始における勤務については、職員

の勤務時間、休暇等に関する条例に基づき、

勤務時間が割り振られているものである

が、年末年始の期間については、通常の休

日以上に勤務を回避する傾向が強く、職員

にとっては勤務に対する負担感が大きい期

間であること等から、手当を支給している

ところである。 

なお、支給にあたっては、規程上におい

て対象者を限定するなど厳格に取扱ってい

る。 
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② 交代制変則勤務手当の支給当否について（意見）

学内保安警備業務従事者に対しては、夜勤手当

が支払われているため、交代制変則勤務手当を支

給するべきでない。（神戸学園都市キャンパス）

深夜における勤務に対しては、割増賃金

として夜勤手当を支給しているが、そのう

ち勤労の強度が比較的顕著なものに対して

は、それぞれの勤務の実態に着目し、別途

一定額の特殊勤務手当を支給しているとこ

ろである。 

交代制変則勤務等手当もそのひとつであ

り、その支給額は夜勤手当とは異なり、勤

務一回当たりの定額により定められてい

る。 

両手当は、支給の観点が異なっているた

め、重複支給にはあたらないものと考えて

いるところであり、国においても同様の取

扱いとなっている。 

Ⅳ 報償費 

(1) チューターに対する報償費の当否について（意見）

チューターに対する謝金は、年120時間が上限であ

るが、年154時間の謝金が支払われている者がいた。

時間管理を徹底しておくことが必要である。（神戸

学園都市キャンパス） 

年間120時間という制限は、学生が学業に

支障をきたさないよう設定したものである

が、120時間を超えないよう、周知徹底を図

った。 

 

(2) 外部委員に対する報償費の当否について（意見）

研究倫理委員会の外部委員に対し、90分毎に単価

を定め支払っているが、90分を超える追加の時間に

対する支払いについては、追加単価を30分毎に設定

するなどして提供された役務に応分の謝金とすべき

である。（明石キャンパス） 

90分を単位で支給しており、90分を延長

した場合は90分とみなし支給している。 

平成20年度は延長の実績はなく、平成21

年度から、延長時間の支払い単位の設定を

短縮する方向で検討する。  

Ⅴ 給料 

(1) 受領印徴求漏れについて（指摘事項） 

銀行振込額から法定控除以外が控除されているた

め必要となる、給与支給明細書の受領印漏れがあっ

た。(神戸学園都市、姫路書写、姫路新在家キャンパ

ス） 

給与支給明細書の受領印漏れがないよう

周知徹底を図った。 

 

Ⅵ 退職手当 

(1) 退職手当の計算方法の不合理性について（意見）

ａ  在籍期間の大半が本県以外の職員が、最終的に

本県職員として定年退職を迎えた場合に、公立学

校職員等の退職手当に関する条例に従い、その全

額を兵庫県が負担することになり不合理である。

在籍期間に応じた退職手当を負担すべきである。

ｂ  国等を退職した際に退職手当が支給されている

場合、公立学校職員等の退職手当に関する条例に

従い特例支給している。しかし、国等を退職した

際にすでに退職手当が支給されており、本県に在

籍した期間のみで通常計算をすべきである。（各

キャンパス共通） 

ａ 退職手当における勤続期間の取扱いに

ついては、国は国家公務員退職手当法第

７条、県は公立学校職員等の退職手当に

関する条例第８条に基づき、相互に、地

方公務員又は国家公務員であった期間を

通算しているところである。 

なお、この取扱いは、国公立大学の間

での教員の人事交流を円滑にするうえで

必要かつ有効であると考えている。 

ｂ 国又は他の地方公共団体の退職時に退

職手当の支給を受けた後、本県の職員と

なった場合において、本県退職時に、国

等での勤続期間が除算されると、退職手
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 当の算定上、不利な取扱いとなる。この

ことから、国等での勤続期間を合算した

場合に受ける退職手当の支給割合から、

国等での勤続期間に対応する支給割合を

控除して退職手当を支給しているところ

であり、国、他府県においても同様の取

扱いとなっている。 

６  請負・委託契約事務に関する事項 

(1) 本部関係 

① 検査調書作成の要否判断の明確化について（意見）

最終の支払い時に2,000千円以上の契約に、検査調

書を作成していないものがあった。（神戸キャンパ

ス） 

最終の支払い時に2,000千円以上の契約

について、検査調書を作成するよう周知徹

底を図った。 

(2) 神戸学園都市キャンパス関係 

① 学舎清掃業務の確認手続の不備について（指摘事

項） 

ａ 平成18年４月の学内清掃作業の完了届が提出さ

れていなかった。     

ｂ 清掃業者が提出している「委託業務日報」で、

実施項目に丸印の記載がない項目が多々見られ

た。契約仕様書どおりに実施されているのか判然

としない。委託業務日報の実施すべき項目に丸印

が記載されていない場合には、実施状況を確認し

ておくことが必要である。 

また、窓ガラス等の年２回の清掃業務は、業務

日報では確認できないため、様式の整備が必要で

ある。 

ａ 毎月の業務については、月毎の進行管

理表（着手・完了報告・支払い等）を作

成し、チェックができるようにした。 

ｂ 仕様書どおりに作業し、日誌を作成す

るよう業者に対して指導するとともに、

進行管理表の中に点検項目等を入れ確認

管理を徹底することとした。 

② 決裁書の公印使用承認欄の押印漏れについて（指

摘事項） 

委託契約にかかる決裁書の公印使用承認欄に押印

がなされていなかった。（姫路書写、播磨科学公園

都市キャンパス、高度産業科学技術研究所でも同様

の指摘） 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

 

 

③ エレベーター保守業務の確認手続不備について

（指摘事項） 

エレベーター作業報告書の提出漏れがあった。ま

た、機械レスエレベーターでは、建築基準法に基づ

く年１回の定期検査の定期検査成績表を業者から入

手していない。 

平成19年度に未提出の報告書は受領し、

毎月の業務については、月毎の進行管理表

（着手・完了報告・支払い等）を作成し、

チェックができるようにした。 

また、委託業者に作業報告書を提出させ

た。 

④ 廃棄物処理業者の選定理由について（意見） 

産業廃棄物処理業者との随意契約の経緯と選定理

由（根拠）を決裁書に記載していなかった。 

経緯と選定理由を、決裁書に記載した。

今後は選定理由を記載するよう周知徹底

を図った。 

(3) 姫路書写キャンパス関係 

①  決裁書の日付記入漏れについて（指摘事項） 

「入札通知伺い」の起案日・決裁日の記載漏れが

副担当や担当課長補佐が精査した上で、

課長や事務部長等が決裁するよう周知徹底

を図った。 
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あった。日付が空欄であると決裁作業が適時に行わ

れたかどうかが確認できない。 

 

 

②  委託業務完了確認手続の不備について（指摘事項）

ａ 学舎清掃実施完了報告書 

学舎清掃実施完了報告書の検査確認欄が空欄

で、確認がなされているか確認できない。 

また、業務完了報告書に記載がないため、委託

契約書の仕様書記載の作業が実施されたかどうか

確認できなかった。 

ｂ エレベーターの定期点検報告書の点検確認印に

漏れがあった。 

ａ 委託業務実施の検査確認は、作業当日

に担当職員が立ち会い実施している。 

今後は、業務完了報告書の確認欄に記

入するとともに、実施内容を十分確認す

るよう周知徹底を図った。 

ｂ 点検確認印の漏れがないよう周知徹底

を図った。 

③ 入試システム変更・処理業務にかかるセキュリテ

ィ対策について（意見） 

業務委託契約書において、セキュリティ対策の一

環として特別条項の中にある、外部委託事業者等の

責任者や業務に携わる社員の名簿が作成されていな

かった。 

セキュリティ対策の一環として、外部委

託事業者等の責任者や社員の名簿を作成す

るよう周知徹底を図った。 

(4) 播磨科学公園都市キャンパス関係 

① 学舎清掃作業の確認手続等の不備について（指

摘事項） 

実績報告書に漏れがあった。また、委託業者と

は話し合いの上、施設の利用頻度に応じて清掃場

所を変更しているが、計画どおりの作業が的確に

履行されたか、事後確認できる書面が必要である。

また、委託業者から従業員名簿を入手していなか

った。 

実績報告書を十分確認するよう周知徹底

を図るとともに、実施内容を確認できる資

料を添付することとした。また、従業員名

簿については入手した。 

②  指名競争入札の業者選定について（意見） 

指名競争入札を行う場合は、なるべく５名以上

指名しなければならないが、水質検査は４社、Ｒ

Ｉ施設作業環境測定作業は３社しか選定されてい

ない。５名以上の指名をしない場合は、その理由

を入札通知伺い等に明記しておくことが望まれ

る。 

指名競争入札の指名にあたっては、なる

べく５名以上を指名するとともに、指名競

争入札の業者選定に必要な記録等は、決裁

書に明記するよう周知徹底を図った。 

③ 排水の調査項目の選定等について（意見） 

３箇月間排水検査が基準値を超えていたにも関

わらず、環境保全委員会を開催した議事録が残っ

ていない。翌月に結果として基準値内には納まっ

ているが、対応状況を残しておくべきである。 

年又は月毎の委託業務報告書に異常値等

があれば赤字で記載し、翌月も続くようで

あれば環境保全委員会を開催するなどの対

応を行い、その対応状況を記録するよう周

知徹底を図った。 

また、調査項目の確認を行った。 

④ 空気環境測定業務の回数について（意見） 

研究棟、本部棟及び実験棟等を対象に実施され

ている空気環境測定が、どの法令に基づき、何回

実施すべきなのか判然としない。（播磨科学公園

都市キャンパス） 

「建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（ビル管法）」に基づく「建築物

環境管理基準」により、２月に１回と定め

られている。 

今後は、根拠法令や契約内容を十分確認

するよう周知徹底を図った。 
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⑤ ユニバーサル化整備工事の工事検査調書の日付

及び工事起工伺いの不備について（指摘事項） 

年度末の工事検査調書の日付に誤りがあった。

また、ウォッシュレット設置工事の工事起工伺い

に作成漏れがあった。 

予算について、適切な時期に令達すると

ともに、年度末までに工事が完了すること

が見込めない場合には、繰越し措置等をと

るなど、適切な処理を行うよう、周知徹底

を図った。 

(5) 姫路新在家キャンパス関係 

① 公印使用承認欄の押印について（指摘事項） 

委託契約にかかる決裁書の公印使用承認欄に押

印がなされていなかった。 

公印管理者が押印審査等を厳正に実施す

るよう周知徹底を図った。 

 

② 委託業務検査結果通知について（意見） 

警備業務委託において、検査調書（委託業務検

査結果通知）が作成されていなかった。業務日誌

により代替できるとの認識は誤りで、契約満了時

には委託業務検査結果を作成する必要がある。 

検査調書を作成するよう周知徹底を図っ

た。 

 

(6)  明石キャンパス関係 

① 清掃委託業務の業務完了報告書の確認印漏れに

ついて（指摘事項） 

清掃業務委託業者から提出されている毎月の業

務完了報告書に、担当部署の業務実績確認印漏れ

があった。 

業務完了報告書を毎月確認するよう周知

徹底を図った。 

 

② エレベーター保守点検委託業務の作業報告書入

手漏れについて（指摘事項） 

保守点検作業報告書の提出に漏れがあった。点

検された結果を確認するために適時入手しておく

ことが必要である。 

委託業者に作業報告書を再提出させた。

今後は点検結果を確認するために作業報告

書を適時に入手するよう周知徹底を図っ

た。 

 

③ 環境整備委託業務の業務計画書と実施報告書の

不備について（指摘事項） 

環境整備委託業務の仕様書にある、業務計画書

が提出されていない。また、提出された実施報告

書の提出日付と内容確認印に漏れがあった。 

委託業者から業務計画書の提出を受け

た。今後は、予め業務計画書の提出を求め、

実施報告書は日付・押印等を確認の上、適

切に処理するよう周知徹底を図った。 

④ 警備業務委託契約の警備計画仕様書に記載の管

理規程の不備について（意見） 

警備計画仕様書には、警備業務を行うにあたり

安全管理規程・大学の管理規程を遵守することに

なっているが、具体的な管理規程が明確でない。

具体的な規程を明らかにし、委託先にも内容を十

分認識してもらう必要がある。（明石キャンパス）

平成21年度から具体的な管理規程を業者

に提示することとした。 

⑤ 実習委託契約の随意契約審査会の要否の記述に

ついて（意見） 

実習委託契約を随意契約で行っているが、契約

締結を裁定する決裁書に随意契約審査会の審査を

要しない理由を明記しておくべきである。（明石

キャンパス） 

決裁書に随意契約の理由等を明記するよ

う、周知徹底を図った。 
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(7)  高度産業科学技術研究所 

① ニュースバル運用等実施業務の検査通知漏れに

ついて（指摘事項） 

ニュースバルの業務完了報告書を受理したとき

に通知する検査結果を、平成18年度は作成してい

なかった。 

検査結果報告書を作成し、委託先に通知

するよう、周知徹底を図った。 

② 委託業務完了報告及び検査調書の不備について

（指摘事項） 

ニュースバル装置定期点検保守業務等が完了し

た段階で、業者から入手する委託業務完了報告書

が見当たらない。また、ホットエンボス装置の改

造業務委託では業務完了の際の検査調書が作成さ

れていない。 

業務完了報告書の入手や検査調書の作成

等を適切に行うよう周知徹底を図った。 

 

７ その他支出（需用費、旅費等）に関する事項 

(1)   需用費及び備品購入費 

① 支出負担行為兼支出決定書の不備について（指摘

事項） 

ａ  需用費の執行において、本来決定者が事務部長

であるべきものを総務課長が決裁していた。（明

石キャンパス） 

ｂ 支出決定書の支払日の記載が漏れていた。（姫

路新在家キャンパス） 

兵庫県立大学の処務細則に基づき適正に

支出決定を行うよう周知徹底を図った。 

 

 

 

 

 

② 支出決定書の出納長（出納員）の押印について（指

摘事項） 

支出命令の確認及び支出に係るオペレーション

後、出納員の押印が漏れていた。（明石、神戸キャ

ンパス） 

出納員は必ず押印するとともに、会計の

証拠書類編纂担当者がチェックし、自己検

査時にも確認するよう周知徹底を図った。

③ 随意契約における見積書の徴収について(意見) 

１社からのみの見積書で随意契約を行っている案

件があった。２人以上の者から見積書を徴収して相

手先を選定し、客観的に合理性がある取引をおこな

うことが望まれる。（播磨科学公園都市、姫路新在

家キャンパス） 

兵庫県財務規則に基づき、２人以上から

見積書を徴するよう周知徹底を図った。 

 

(2)   旅費 

① 復命書の提出遅れについて（指摘事項） 

ａ ５日以内に提出すべき復命書の提出日が遅れ

ているものが２件あった。（姫路書写、播磨科

学公園都市キャンパス） 

ｂ 復命書の提出日欄に日付が漏れていた。（明

石キャンパス） 

復命書は、帰庁後５日以内に提出するよ

う周知徹底を図った。 

 

②  旅行命令簿の押印漏れについて（指摘事項） 

旅行命令者（学部長）及び旅行者の印が漏れて

いた。（姫路新在家キャンパス） 

旅行命令簿の押印確認を徹底するよう指

導した。 

③ 旅費の支払方法の改善について（意見） 

職員旅費を現金支給しているキャンパスがある

旅費を銀行振り込みとするためには、本

人の同意が必要であるため、全教職員が銀
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が、業務の効率性、安全性の観点から、外部講師

等を除く職員に関しては、口座振込への切り替え

を進めることが望まれる。（全キャンパス） 

行振込に同意するよう、引き続き協力を求

めていく。 

(3)   役務費、使用料及び賃借料 

① 支出負担行為兼支出決定書の決定者の適否につ

いて（指摘事項） 

役務費と使用料及び賃借料について、総務部長

が決裁するところを総務課長が決裁しているもの

が３件あった。（明石キャンパス） 

兵庫県立大学の処務細則に基づき、適正

に決裁するよう周知徹底を図った。 

８ 人事管理に関する事項 

(1) センティブとしての給与等報酬制度について 

① 給料の調整額（大学院調整手当）の本給扱いの要

否について（意見） 

大学院調整手当は、大学院において直接に講義や

実習指導等を行う教員に「給与の調整額の支給要領」

に基づき支給されており、給与の一部（本給）とし

て扱われる。前年まで指導等をしていても、退職時

に指導から離れていれば支給されず、退職年度に指

導を行えば、調整額を含めた給与で退職金額が計算

される。 

大学院調整手当は、特別手当として支給されるべ

き性格であると思われ、この制度は合理性に乏しい

と考える。（神戸キャンパス） 

大学院を担当する教員については、職務

の複雑さ、困難さや責任の度合い等がその

他の教員とは異なることから、給料表を別

に設定する必要があるが、教員が相当数予

定されていないなどの理由により、別の給

料表とする状況になってない。そのため同

じ給料表を利用したうえで給料の調整額を

別途支給することとしており、その性格は

特別手当ではない。また、大学院担当教員

は、継続して大学院を担当しており、退職

直前に異動を行う状況はない。 

今後、国立大学や他大学の動向等に留意

し、その必要性をよく判断し、制度の適用

を図っていきたい。 

② 兼業に関する事務手続の見直しについて（意見）

兼業に関する手続きは、大学内の決裁を経て本庁

人事課と合議の上承認書が大学に送られている。教

員が兼業申請をする際は、大学本部での副学長を含

む５名の委員で審査され、兼業の妥当性が判断され

るなど、事務処理に多大な時間がかかっている。ま

た、半期毎に技術移転兼業等状況報告書を作成しな

ければならない。本庁の決裁の必要性を検証し、事

務の効率化を図るべきである。（神戸キャンパス）

本県における地方公務員法第38条第１項

の規定に基づく営利企業等の従事許可につ

いては、決裁権限が知事もしくは管理局長

に定められており、所属長による専決を認

めていない。 

営利企業役員等の兼業については、技術

移転や研究成果の活用といった点で有益で

あるものの、企業との癒着の危険性や業務

への支障がないかどうかなど、より厳正に

妥当性を判断する必要がある。そのため、

大学や試験研究機関による許可基準に沿っ

た事実審査だけでなく、本庁との合議によ

る許可基準等の一元的運用が図られるべき

であると考えている。 

(2) 人事評価制度について 

① 教員人事評価制度の導入について（意見） 

ａ 人事評価制度については、中期計画において「教

員の教育・研究、社会貢献、学内業務等の活動に

対して、その多様性に配慮した評価方法を整備す

るとともに、大学全体として人事評価システムの

あり方を検討する。」とあるが、この３年間は目

に見える形では進展していない。 

教員の人事評価制度は早急に導入すべきもので

ある。（神戸キャンパス） 

教員評価制度については、平成19年度に

教員評価制度検討作業チームを設置し、実

施案を取りまとめた上で、平成20年３月の

評議会で承認された。その結果、平成20年

度から試行実施しており、全専任教員から

平成19年度教員活動報告及び平成20年度目

標設定の提出を受けた。 

平成21年度には部局による教員評価等の

試行を行う予定であり、その結果を受けて、

本格実施に向けた検討を行う。  
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ｂ 第２期中期計画において、評価方法、評価手段、

評価される領域・指標等を検討することになって

いるが、人事評価に関しては、学生の評価を一つ

の基準とすることも意味があることと思われ、こ

のことから、学生による「授業評価アンケート」

を活用することも検討すべきである。（神戸キャ

ンパス）  

現在の授業評価アンケートは、教員の教

育改善を目的に実施しているが、今後は現

在試行中の教員評価制度にも活用すること

としている。 

 

(3) 研修制度について 

①  教員研修制度の充実について（意見） 

教員の主たる職務である教育・研究のうち、研究

における独創的な部分については、画一的な研修は

なじまない。研究面においては、教員が自己啓発す

ることのできる環境作りや、中長期の在外研究や国

内留学を充実させることが必要である。（神戸キャ

ンパス） 

中長期の在外研究や国内留学について

は、限られた予算の中で、毎年教員を派遣

するとともに、海外での学会発表について

も学長裁量経費を活用して積極的に支援し

ている。また、授業免除により研究活動に

専念することができるサバティカル休暇制

度についても検討している。  

９ 公有財産（不動産）の管理に関する事項 

(1) 運動場の有効活用について（意見） 

３大学が統合された県立大学では、全学共通教育を

姫路書写キャンパスと神戸学園都市キャンパスで行っ

ておりそれぞれの立地を考えると、姫路新在家と明石

キャンパスの運動場は、別途有効利用できる余地があ

るのではないかと思料される（評価額は30億円）。（神

戸キャンパス） 

姫路新在家キャンパスの運動場は、環境

人間学部が体育の教員免許をとれる唯一の

学部で、２年生以上の専門教育の授業に使

用している。 

明石キャンパスの運動場についても、授

業やクラブ活動で利用し、また、場所的に

袋小路で他に出入り口がなく、学内での管

理が必要なこと、さらには、文化財保護区

域内でもあり建築物に制限があるため他用

途への転用は難しい。  

(2) 遊休資産処分等の検討について（意見） 

ａ 姫路書写キャンパスの旧体育館兼講堂について

は、新体育館が平成11年に共用されて以降実質的に

利用されていない。用途廃止から８年を経過してお

り、仮に跡地の利用方法が決定できなくとも、他用

途への転用の可能性、老朽化に伴う安全性の確保の

ための管理費用を勘案して、撤去の要否を早急に検

討することが望まれる。（姫路書写キャンパス） 

ａ 旧体育館については、跡地の活用方針

が決まらず、解体の見込みが立てられな

かったものであるが、姫路書写キャンパ

スの整備計画を考えるなかで要否を判断

する。 

ｂ 姫路新在家キャンパスのゆりの木会館と講堂につ

いては、登録有形文化財（建造物）として登録され

ており、旧制姫路高等学校同窓会等に貸与している

が、県立大学の教育・研究の用途に利用されていな

い状況である。県立大学の財産として利用するのか、

文化財として維持管理するのか、その方針を定めて

予算措置することが望まれる。（姫路新在家キャン

パス） 

ｂ ゆりの木会館と講堂については、学生

の文化サークル活動等にも利用されてお

り、平成20年度に耐震改修を実施したと

ころであるが、文化財としての価値を損

なわないよう、引き続き適切に維持管理

していく。 

(3)  長期的な維持修繕計画について（意見） 

公有財産の維持修繕計画については、修繕の必要が

生じた際、予算措置対応をしているのが実態であるが、

長期的視点に立った維持修繕計画を立て長期的な必要

予算の把握が望まれる。（神戸キャンパス） 

大学として維持修繕が必要な施設等につ

いては、毎年各キャンパスの状況を聴取し

つつ、中長期的な観点も踏まえながら維持

修繕を行っており、今後とも適切に対応し

ていく。 
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(4) 教職員住宅の使用料の見直しについて（意見） 

インターネット等で教職員住宅近隣の民間家賃を調

べた限りにおいて、使用料が近隣相場よりも低い水準

にある。教職員の福利厚生を考慮しても、その所得に

応じた適正な使用料の負担を検討すべきである。また、

キャンパス周辺の住宅事情や教職員住宅の老築化の程

度も考慮し、売却可能性についても検討が望まれる。

（神戸キャンパス） 

教職員住宅の使用料については、国及び

県職員住宅等と同様の基準により定めてい

る。 

全国から公募した教員の住宅確保は、採

用決定から赴任までの時間が短いこと、遠

隔地からの採用教員が多く、大学の近隣住

宅を速やかに確保することが困難であるこ

とから、大学として教職員住宅を用意して

おくことが必要であると考える。 

(5) 新在家住宅の有効利用について（意見） 

新在家住宅は、平成19年10月末現在、19戸中、10戸

が空き家となっており、有効利用を検討すべきである。

(姫路新在家キャンパス）              

新在家住宅は県立大学教職員以外の県職

員にも入居をよびかけるなど、今後とも入

居者確保に努力していく。   

(6) 貴崎住宅の割賦購入契約について（意見） 

貴崎の教職員住宅については、公立学校共済組合と

借受けの契約を締結しているが、本契約の約定金利は

７％（固定）である。国債表面利率の水準を勘案し、

繰上げ償還等を検討する必要がある。 

また、賃貸借契約としながら、実質は20年後に所有

権が移転するため、実質的に県が取得した普通財産で

ある。その用途や使用収益する場合の使用料に対して

契約上の制限が課せられることも資産譲渡契約の内容

として問題ではないか。（神戸キャンパス）  

繰上げ償還については制度上可能である

が、県の財政状況から各期償還金を増額す

ることは難しい。 

また、賃貸借契約の内容については、当

該教職員住宅事業が、公立学校共済組合の

組合員に対する福利厚生事業の一つとし

て、組合員の不利益にならないよう条件が

予め全国一律に定められていることから、

個別に変更することはできない。     

10 知的財産の管理に関する事項  

(1) 特許取得に対する専門家（弁理士）によるサポート

体制について（意見） 

県（産業労働部）では、知的財産アドバイザー（弁

理士）制度を設けて、県有知的財産の権利化や係争案

件、ライセンス契約にかかる条件などについて助言を

行っている。県立大学もこの制度の対象とすることが

望ましい。（神戸キャンパス）           

平成18年度より県内試験研究機関を対象

として整備された当該制度は、県立大学を

対象としておらず、また、制度自体が19年

度で終了している。 

(2) 特許に係る経済計算について（意見） 

知的財産権を保有するには、それに係る費用につい

て経済性計算が必要であるという認識が必要である。

取得・維持する際の意思決定時には、人件費を含め必

要な費用等情報提供できるよう準備しておくことが望

まれる。（神戸キャンパス） 

常に研究投資費用と収益とのバランスを

考慮しなければならない企業と異なり、大

学においては、どれだけ学問的に評価され

る研究成果を上げたかが最も重要な評価の

尺度となることから、特許収入と研究に要

した経費（人件費を含む。）を含めた費用

負担とを比較する経済計算を行うことは必

ずしも適切でないと考えている。 

特許取得・維持に係る費用を、特許収入

などの財源で賄うことは必要であり、将来

的には特許取得・維持費用をライセンス収

入により回収することを目指している。 
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11 図書の管理に関する事項 

(1)  業務の標準化について（意見） 

図書の購入手続に関して、各キャンパスによって下

記のような異なる手法が見受けられた。大学統合によ

り今後担当者の異動も生じることもあるため、業務の

効率化の観点からは統一・標準化を図っていくことが

望ましい。 

ａ 支払い担当部署への回付業務の不一致 

ｂ 購入の決裁権者の不一致（神戸キャンパス）      

業務の効率化の観点から、各キャンパス

の実情を勘案しつつ統一・標準化を図るこ

ととし、支出負担行為である図書購入伺い

については、支払い担当部局へも回付する

こととした。 

また、購入の決裁権者については、図書

の購入決定は予算の執行を伴うものである

ため、事務局学術情報課長が決定すること

とした。  

(2) 実地棚卸について（意見） 

定期的に図書の実地棚卸を実施することが望まし

い。一斉棚卸が困難ならば循環棚卸の実施も検討すべ

きである。（神戸キャンパス） 

定期的に蔵書点検（実地棚卸）を実施す

ることが望ましいが、一斉棚卸には多くの

人手がかかるので、循環棚卸を順次進める

こととし、神戸キャンパス、播磨科学公園

都市キャンパスについては、蔵書点検を実

施した。 

(3) 書籍の冊数の正確性について（指摘事項） 

書籍の保管冊数の正確性につき、検討した結果は、

４キャンパスいずれもシステム上の冊数と登録冊数に

差異があり、正確に把握されていない。（姫路書写、

姫路新在家、播磨科学公園都市、神戸学園都市キャン

パス） 

正確な冊数の把握には蔵書点検（実地棚

卸）が必要となるため、循環棚卸の手法で、

実施可能な学術情報館から、順次蔵書点検

を進めていくこととした。 

また、登録上の図書の冊数と、システム

に登録されている冊数が異なるのは、古い

図書が遡及入力されていないことによるも

のが大きいため、書誌のない図書が発見さ

れれば、逐次書誌の作成を行い、遡及入力

を進めていくこととした。 

(4) 図書の除籍処理ルールの確立等について（指摘事項）

物理的に使用不可能なことが明らかとなった場合に

除籍するとのことであるが、具体的にどういった場合

において除籍するかといったような規程は存在してお

らず、定期的に除籍処理が行なわれてはいない。規程

を作成し、これに従って除籍処理を実施することが望

まれる。（神戸学園都市、姫路書写、姫路新在家、播

磨科学公園都市キャンパス） 

平成20年度に学術総合情報センター運営

委員会図書部会で検討した結果、図書の除

籍だけでなく、図書管理全体の統一ルール

を作成することとし、現在、図書等資料管

理規程の素案をとりまとめており、平成21

年度中に決定する予定である。 

(5) 図書の貸出期限超過分の管理不備について（指摘事

項） 

ａ 教員に関しては、書庫内資料は一年間の貸出を認

めているが、貸出継続の手続がなされず、図書を貸

したまま長期間経過しているものが多い。貸し出し

管理を徹底する必要がある。（神戸学園都市キャン

パス） 

ｂ 一年を超えるもののうち「職員その他」に関して

は他のキャンパスでの非常勤教員である等すでに在

籍していない。このような者に関しての管理をどう

するか検討が必要である。 

ｃ 郵送による督促の実施状況を、上席者が確認する

ようにはなっていない。上席者の定期的な検証・承

貸出期間等の管理を徹底するとともに、

未返却図書返却の督促を定期的に行うこと

とした。 

従来の電話での督促に加え、「教員」に

対しては教授会等の場でも返却を要請し、

「職員その他」に対しては他学部とも連携

して督促に努めることとした。 

督促状は、上席者（学術情報課長）の決

裁を経て送付することを周知徹底した。 
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認手続きの実施が望まれる。(神戸学園都市、姫路書写

キャンパス） 

ｄ 館外利用者に関して延滞が発生した場合、電話に

よる督促が行なわれているが、この履歴は残されて

いない。残しておき、定期的に上位者の承認を得て

おくことが望ましい。（姫路新在家キャンパス） 

 

(6) 紛失図書に対する対応について（意見） 

図書を紛失した場合は原則として現物で弁償させる

こととしている。紛失届けがでているものの弁償され

ていないものが１件（在学中の学生）ある。（神戸学

園都市キャンパス）  

電話、郵送等で弁償の督促を行ってきた

が、現在学生は授業料滞納により除籍とな

り連絡が取れない状況であるため、紛失し

た図書の除籍処理をする予定である。 

(7) 開館時間の変更に関する決裁書について(意見） 

   「学術情報館図書等資料利用規程」に従い、平成14

年度以降開館時間を延長しているが、年度毎の決裁書

が作成されていない。（姫路新在家キャンパス） 

開館時間の変更（延長）に関する決裁書

を毎年度作成することとした。 

(8) 図書の管理不備について（意見） 

高度産業科学技術研究所には図書館はないが小規模

な図書室がある。購入図書の登録は理学部において行

なわれているが、どこで管理するのか明確でない。台

帳を確認したところ、長期間返却されていない図書が

散見された。管理責任を明確にし、定期的に台帳の記

載内容をチェックするなどして管理する必要がある。

（高度産業科学技術研究所） 

高度産業科学技術研究所の図書室の図書

は播磨科学公園都市学術情報館で登録され

ており、管理責任のある当該学術情報館の

職員が、定期的に貸出台帳を確認すること

とした。 

 

12 備品の管理に関する事項  

(1) 管理対象備品の金額基準の見直しについて（意見）

現状では、２万円以上の備品は備品出納簿等に記載

して管理すべきとなっているが、費用対効果という観

点からは、金銭的重要性のある備品に重点的に管理す

る方が望ましい。（神戸キャンパス） 

平成20年４月に備品管理要領が改正さ

れ、管理対象備品の金額基準が、２万円か

ら５万円に改正されたところである。 

(2) 業務の標準化について（意見） 

備品の管理方法に関して、各キャンパスによって備

品出納簿等（手書きのものとエクセルにより作成され

たもの）に差異がある。業務の効率化の観点からは統

一・標準化を図っていくことが望ましい。（神戸キャ

ンパス）                     

備品出納簿については、「備品管理要領」

に従い手書き処理が原則となっているた

め、今後は手書きにするよう周知徹底を図

った。 

(3) 備品使用簿の作成について（指摘事項） 

各キャンパスにおいて「備品使用簿」は作成されて

いなかった。（各キャンパス共通） 

大学では、研究費等で購入する備品が多

く、事務の省力化の観点から、備品出納簿

に使用者名等を記入することにより、備品

使用簿を兼ねて使用してきたところであ

る。 

(4) 実地棚卸の実施について（意見） 

備品管理要領には規定されていないため、備品の棚

卸しは実施されていないが、一年に一度は定期的に備

品出納簿に記載されている備品を確認することが望ま

しい。（神戸キャンパス） 

重要物品については、一年に一度点検し

ているが、すべての備品の点検については、

限られた人員の中で実施可能な方策を検討

していく。 

 



平成21年３月31日 火曜日    兵 庫 県 公 報           第７号外 

22 

 

(5) 備品出納簿の記入不備について（指摘事項） 

ａ 備品使用簿が作成されていない。また、備品出納

簿に関しても、使用先・現在数量について的確に管

理されていない。（姫路新在家キャンパス） 

ｂ 購入した備品が備品登録簿に登録漏れがあった。

（姫路書写キャンパス、高度産業科学技術研究所）

備品出納簿への記載については、速やか

に記入を行い、定期的に総務課長が確認し

た上で、事務部長等の自己点検をより徹底

するよう指導した。 

(6) 備品出納簿の年度締め切りについて(指摘事項)  

備品出納簿はパソコンで作成されているが、年度末

毎の締め切り作業が行われていない。年度末に残高を

確定しておく必要がある。（姫路書写、播磨科学公園

都市キャンパス） 

備品の種類ごとに年度内の増減内訳が分

かるように手書きの総括票及びパソコンで

増減内訳を整理した補助簿を整備した。 

(7) 備品整理票貼付の有無確認について（意見） 

備品整理票について、貼付漏れがあった。第三者に

よる確認が望ましい。（明石を除く各キャンパス共通）

備品整理票の貼付漏れのあった備品につ

いては貼付した。整理票の貼付を確認する

よう周知徹底を図った。 

(8) 廃棄手続の不備について（指摘事項及び意見）  

ａ 備品の廃棄を行う場合、廃棄備品の備品整理票を

添付し廃棄申請する必要があるが、添付されていな

い場合には理由を記載することが望ましい。（姫路

書写キャンパス） 

ｂ 廃棄対象備品を廃棄場所に搬入する場合、第３者

が立ち会う等の方法で、廃棄された事実を確認して

おく必要がある。（姫路書写キャンパス） 

ｃ 物品の処分決定が作成されていないものがあっ

た。（姫路書写キャンパス） 

ｄ 重要物品の廃棄を行っているが、台帳に廃棄の記

載がないものや、台帳記載価格を間違えているもの

があった。（姫路書写キャンパス） 

ｅ 廃棄には第３者が立ち会う等の方法で、廃棄され

た事実を確認しておく必要がある。（播磨科学公園

都市キャンパス） 

ｆ 備品出納簿の破棄記載がわかりにくいものがあっ

た。（播磨科学公園都市キャンパス） 

ｇ 備品の廃棄を行う場合、廃棄申請者から随時口頭

で行われているが、本来は書面で行なうことが望ま

しい。（明石キャンパス） 

ｈ 廃棄対象備品の備品整理票は、物品処分決定書に

添付することが望ましい。（明石キャンパス） 

ｉ 備品出納簿の破棄記載がわかりにくいものがあっ

た。（明石キャンパス） 

ｊ 重要物品の廃棄の記載が漏れていた。（明石キャ

ンパス） 

ｋ 備品の廃棄を行う場合、廃棄備品の備品整理票を

添付し廃棄申請する必要があるが、添付されていな

い場合には理由を記載することが望ましい。（神戸

学園都市キャンパス） 

ｌ 備品の廃棄を行う場合、廃棄申請者から随時口頭

で行われているが、本来は書面で行なうことが望ま

しい。（姫路新在家キャンパス） 

下記のような措置を行うとともに、今後

は備品の廃棄について、廃棄申請書の提出

時に備品整理票を添付し、廃棄に際しては

経理員等が立ち会うよう周知徹底を図っ

た。 

ａ 備品の廃棄申請に備品整理票が添付さ

れていない場合は、理由を記載すること

とした。 

ｂ 廃棄対象備品を廃棄場所に搬入する場

合、経理員等が立ち会うこととした。 

ｃ 漏れていた物品の処分決定書を作成し

た。 

ｄ 備品出納簿を修正した。 

ｅ 廃棄対象備品を廃棄場所に搬入する場

合、経理員等が立ち会うこととした。 

ｆ 備品出納簿を修正した。 

ｇ 備品の廃棄申請は書面で行うこととし

た。 

ｈ 備品整理票は、物品処分決定書に添付

することとした。 

ｉ 備品出納簿を修正した。 

ｊ 備品出納簿を修正した。 

ｋ 備品の廃棄申請に備品整理票が添付さ

れていない場合は理由を記載することと

した。 

ｌ 備品の廃棄申請は書面で行うこととし

た。 

ｍ 備品廃棄申請書に、廃棄備品の備品整

理票を添付することとした。 

ｎ 物品処分決定書を作成した。 

ｏ 備品出納簿を修正した。 
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ｍ 備品の廃棄を行う場合、廃棄備品の備品整理票を

添付し廃棄申請する必要があるが、備品と一緒に処

分されている。廃棄申請書に貼付が望ましい。（姫

路新在家キャンパス） 

ｎ 物品処分決定書が作成されていない。（高度産業

科学技術研究所） 

ｏ 廃棄された備品が、備品出納簿に残っているもの

がある。（高度産業科学技術研究所） 

 

(9) 現物実査の不一致等について（指摘事項） 

ａ 備品現物実査を行ったところ、適切な管理が行わ

れていない。（各キャンパス共通） 

ｂ  顕微鏡現品に備品整理票が貼られておらず、現物

かどうか判明しない。（神戸学園都市キャンパス）

ｃ  ステレオが所在不明（姫路書写キャンパス） 

ｄ  ヘリウム液化装置が購入時は一式であったが、装

置の一部が取り替えられており、備品整理票が付い

ていない。他４件（播磨科学公園都市キャンパス）

ｅ  ガスクロマトグラフィはすでに廃棄済みとのこと

であったが、所定の手続きがとられていなかった。

（姫路新在家キャンパス）  

下記のような措置を行うとともに、今後

は物品管理要領に基づき、廃棄処理等をは

じめ備品の管理を適切に行うよう周知徹底

を図った。 

 

ｂ 顕微鏡に備品整理票を貼り整理した。

ｃ ステレオの所在を確認した。 

ｄ ヘリウム液化装置について備品整理票

を貼り整理した。 

ｅ ガスクロマトグラフィの廃棄手続きを

行った。 

 

(10)   重要物品の管理不備について（指摘事項） 

ａ  重要物品整理カードの使用場所が旧名になってい

た。年に一度は現品調査し、使用場所を正しく記入

しておくべきである。 

ｂ  兵庫大学へ無料貸出中のものが重要物品整理カー

ド上にその旨記入されていない。 

ｃ  美術品等整理カードが作成されていない。（姫路

新在家キャンパス）  

下記のような措置を行うとともに、今後

は重要物品整理カードや美術品等整理カー

ドを適切に作成し、使用場所を正しく記入

するよう周知徹底を図った。 

 

ａ 使用場所が旧名になっていた重要物品

整理カードは修正した。 

ｂ 兵庫大学へ無料貸出中の重要物品につ

いて整理カードに記入した。 

ｃ 美術品等整理カードを作成した。 

(11)  重要物品の有効利用について（意見） 

年間の使用日数が10日未満については、教員から理

由書の提出を受けているが、中には１回も使われてい

ない物もある。さらなる有効利用を図るとともに使用

の可能性も考慮して廃棄等も検討すべきである。（姫

路書写キャンパス） 

使用頻度の低い重要物品については、有

効利用を促進するとともに、利用の見込み

がないものについては、廃棄あるいは売却

も検討するよう周知徹底を図った。 

(12)  重要物品の使用日数の管理不備について（指摘事項）

ａ  使用状況を監査資料に記載する際、授業の日数を

口頭等で教員から聞いているのみで、内容の妥当性

の確認（使用簿との照合）ができていない。（全キ

ャンパス） 

ｂ  取得日から年度末まで179日しかないのに、使用日

数が200日となっており、記載ミスと思われるが、正

確性を確保する必要がある。（播磨科学公園都市キ

ャンパス、高度産業科学技術研究所） 

ｃ  平成18年度の使用日数を平成17年度の数値をその

まま記載していた。（高度産業科学技術研究所） 

重要物品の使用状況について、使用簿と

の突合等により、教員の使用報告内容を確

認するなど、適正に管理するよう周知徹底

を図った。 
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(13) 「重要物品計算書」と「重要物品等調」の不一致に

ついて（指摘事項） 

重要物品計算書と重要物品調の不一致が見られる。

(神戸学園都市、姫路書写、播磨科学公園都市キャンパ

ス、高度産業科学技術研究所）  

現物と照合の上、重要物品の適正管理を

行うよう、周知徹底を図った。 

 

(14) 重要物品整理カードの作成漏れについて（指摘事項）

機種選定委員会の案件で１件重要物品整理カードが

作成されていない。（姫路書写キャンパス） 

作成漏れの重要物品整理カードについて

は作成した。 

 

(15) 備品出納簿と「重要物品等調」との不整合について

（指摘事項） 

備品出納簿に記載があり重要物品等調に記載がない

ものが７件、またその逆が８件存在した。 (播磨科学

公園都市キャンパス） 

備品出納簿及び重要物品調の記載漏れに

ついては記載した。 

 

(16) 重要物品整理カードと備品出納簿との不整合につい

て（指摘事項） 

重要物品整理カードに記載があり、備品出納簿に記

載がないもの、また、その逆が各１件あった。 (播磨

科学公園都市キャンパス） 

備品出納簿及び重要物品整理カードの記

載漏れについては記載した。 

重要物品の適正管理を行うよう、周知徹

底を図った。 

(17) 公用車の有効利用について（意見） 

明石キャンパスの公用車が、運転手が退職した平成

19年３月末以降使用されていない。迅速な対応が望ま

れる。（明石キャンパス） 

管理換えを検討していたが、最終的に廃

棄の方針が決まり、平成20月２月14日付け

で廃棄した。 

 

(18) 貸与資産の管理不備について（指摘事項） 

日本学術振興会からの受託事業で取得し、共同研究

機関に貸与している備品40件について、プロジェクト

終了後はそれぞれのキャンパスに寄贈することになっ

ているが、処理が長期にわたり行われていない。（姫

路書写キャンパス） 

各機関に連絡し、県立大学に寄贈する手

続きを行った。 

(19) 機種選定委員会への付議要否について（意見） 

ＬＣＲメータの取得価格が1,932千円と2,000千円未

満にも関わらず、平成19年３月に機種選定委員会に持

ち回り審議されているが、理由の詳細が不明であった。

また、備品出納簿に記載されていなかった。（高度産

業科学技術研究所）  

取得価格は2,000千円未満でも、予定価格

が2,000千円以上であったので、機種選定委

員会に付議する必要があった。 

また、備品出納簿に記載した。 

 

 

13 薬品の管理に関する事項 

(1) 管理規程の整備について（意見） 

全学的に統一された共通の管理規程のようなものは

存在せず、また、各キャンパスにおいて統一された管

理規程は作成されておらず、保管・管理の方法は原則

として各研究室に任されている。 

危機管理に対する意識レベルを統一し、薬品管理を

より効率的に実施していくため、作成しておくことが

望ましい。なお、この際に必要な主な項目は以下のと

おりである。 

ａ  管理するにあたり遵守する必要のある関連法規 

薬品管理にかかる統一的な規程は設けて

いないが、キャンパス安全管理委員会が作

成した「安全の手引き」に基づいて、薬品

の安全な管理を指導している。 

今後は、薬品の実地棚卸や廃棄、台帳の

整備をはじめ適切な管理のための全学的な

ガイドラインの作成など、適切な管理方策

を検討していく。 
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ｂ  管理台帳の記載様式 

ｃ  実地棚卸の実施に関する事項 

ｄ  長期未使用薬品の把握 

ｅ  管理に関する事項 

    （各キャンパス共通） 

 

(2) 薬品の実地棚卸の実施について（意見） 

薬品に関して、一定時点で実地棚卸を実施し、その

残高を確定しておく必要がある。（各キャンパス共通）

薬品の実地棚卸については、限られた人

員の中で実施可能な方策を検討していく。

(3) 長期未使用薬品の廃棄処理について（意見） 

長期に亘って未使用となっている薬品のうち今後の

使用見込みが少ないものについて、適時廃棄処理が行

われていない。紛失・盗難というリスクも鑑み、一定

のルールにより廃棄処理をする必要がある。（各キャ

ンパス共通） 

今後は、薬品の廃棄処理について、適切

な方策を検討していく。 

(4) 薬品管理不備について（意見） 

薬品の管理状況について調べた結果、購入した薬品

に関しては入力を行っているものの日付との照合が困

難であるケースや、現有する薬品に関して網羅的に記

載した台帳は作成していないケースが見られる等、的

確な管理がなされていない。（各キャンパス共通） 

今後は、薬品の実地棚卸や廃棄、台帳の

整備をはじめ適切な管理のための全学的な

ガイドラインの作成など、適切な管理方策

を検討していく。 

 

 

(5) 毒劇物の管理について（意見） 

ａ  毒劇物に関して、他の薬品と同じ保管庫に管理さ

れており、同じ講座の複数人の教員が鍵を管理して

いる。（明石キャンパス） 

ｂ  毒劇物の管理に関して、他の一般の薬品とは分け

て保管されているものの適切に施錠していないケー

スや、他の薬品と同じ保管庫に管理しているケース

が見られた。（姫路新在家キャンパス） 

下記のような措置を行うとともに、今後

は「安全の手引き」等の一層の周知に努め、

適正な管理を行うよう周知徹底を図った。

ａ 毒劇物の管理については、他の薬品と

は分けて、別の丈夫な保管庫に保管した。

また、鍵も特定教員が管理するように

改めた。 

ｂ 毒劇物の管理については、他の薬品と

は分けて、別の丈夫な保管庫に保管した。

14 財務諸表の試算並びに他の公立大学との比較に関する

事項 

(1) 管理目的の財務諸表の作成について（意見） 

兵庫県立大学は、法人化せずとも法人化のメリット

が明らかな部分については、その導入を図る方針であ

ることから、財務諸表を作成し、他の公立大学法人と

財務数値の比較分析を行い、県立大学の財務上の優劣

を認識し、県立大学の運営管理に資することが必要で

ある。（神戸キャンパス） 

県立大学は法人化しておらず、専門的な

ノウハウや会計システムを持たないことか

ら、当面は、専門家の指導・助言を得つつ、

県立大学として可能な財務諸表の作成手法

を研究する。 

15 第１期中期計画の達成状況並びに課題に関する事項 

(1) 中期計画とその自己評価に対する意見 

① 全体的な意見 

② 中期計画上項目の重要度が明示されていない。 

計画項目には重要度の度合いにかなりの差があ

るが、明記されていないため、中期計画の重要ポイ

ントがわかりづらいものになっている。また自己点

第１期中期計画は、第２期中期計画とと

もに、３つの県立大学を統合して開学した

新県立大学の基礎の構築を大きな目的とし

た計画であり、特に重点項目等の区分を設

けず、各項目の着実な実行を期したもので

あったが、基礎固めが終わった第３期中期

計画（平成21年度策定予定）においては、
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検・評価結果においてもすべて同じレベルとして配

点し、採点されているため、計画の達成程度の評価

においてもメリハリの乏しいものになっている。（神

戸キャンパス） 

重点項目等の設定についても検討してい

く。 

③  中期計画上計画項目の担当部局が解りにくいケー

スがある。 

３つの異なる分野の大学が統合されたため、小項

目に掲げられた計画項目がどの部局に関する項目で

あるか明確でない。（神戸キャンパス） 

学内では、担当部局を明示した推進予定

表を作成し進行管理を行っており、第２期

中期計画では「各部局ビジョン」の項目を

設けたところである。 

④  中期計画上計画達成度の測定基準（参考指標）が

不明である。 

達成度を測定する基準が明示されていないことか

ら、各部局が作成した中期計画の自己点検・評価調

書には計画達成度を測定する指標（参考指標）を記

載することになっているが記載されておらず、評価

の妥当性が認識できないケースが多数見られた。（神

戸キャンパス） 

第２期中期計画においては、計画達成度

の客観的な測定に資するよう、大学評価・

学位授与機構の認証評価制度の評価指標を

はじめ、様々な自己評価指標を設定したと

ころである。 

⑤ 中期計画上数値目標や達成時期がほとんど明示さ

れていない。 

具体的な数値目標や達成時期を明記すべきであっ

たと思料する。（神戸キャンパス） 

数値目標については、第２期中期計画策

定においても極力設定する方向で検討した

が、計画項目全体を的確に反映させた数値

目標を選定することが難しいことから、大

学評価・学位授与機構の認証評価制度の評

価指標等を自己評価指標として設定すると

ともに、達成時期についても、極力計画項

目の中に記載するように努めた。  

⑥  自己点検・評価結果上評価項目と関係部局に適合

性を欠くケースがある。 

同じ項目でも学部・学科により取り組みに難易度

がある場合や、関係の度合いに違いがあり、同レベ

ルで評価するのには妥当でないケースがある。（神

戸キャンパス） 

評価項目により部局との関係の度合いが

異なるものの全く無関係ではないため、関

係部局から除外することはできないが、そ

うした関係度合いも含めて、大学全体とし

て各部局の評価を総合的に勘案して評価し

ている。 

⑦  中期計画上計画項目が重複しているケースがあ

る。 

実質的同じ項目を重複して掲げ、順調に実施して

いるとして、自己点検・評価している項目があり、

妥当性に若干の疑問が生ずる。（神戸キャンパス） 

開学当初の第１期中期計画では、「３大

学統合によるメリットの発揮と課題の解

消」の章で意図的に項目を再掲していたた

めであり、第２期中期計画では再掲をせず

改善した。 

⑧  自己評価に疑念のある項目 

推進状況の参考指標として具体的な推進事業が掲

げられていないにもかかわらず、Ⅲ(計画を順調に実

施している。)と評価するのは、妥当性に疑問が生ず

る。（神戸キャンパス） 

学外委員の入った運営協議会や大学評価

委員会の意見も聴取しつつ、適切に評価を

行ったものである。 

第２期中期計画においては、計画達成度

の客観性に資するよう、大学評価・学位授

与機構の認証評価指標をはじめ、様々な自

己評価指標を設定した。 

16 第２期中期計画とこれに対する意見 

(1) 全般的評価 

第２期中期計画においては、第１期中期

計画を点検・評価の上、新たに殆どの計画

 



平成21年３月31日 火曜日    兵 庫 県 公 報           第７号外 

27 

 

ａ 第１期中期計画と同様に重要ポイントが明確では

なく、特色の乏しいものとなっている。 

ｂ  第１期計画と繋がりがわかりにくいものになって

いるほか、数値目標、達成時期の明示が十分でない。

（神戸キャンパス） 

項目に自己評価指標を設け、達成時期につ

いても極力計画項目の中に記載するように

努めた。 

また、開学後３年を経過し完成年次を迎

えたことから、各部局の自主的・主体的取

組を促すため、部局毎のビジョンを中期計

画に記載する等の工夫も行ったところであ

る。 

(2) 計画項目の重要度が解りにくい。 

重要性が識別できるような記載になっておらず、項

目が分類され羅列されているだけである。メリハリが

なく、計画の特色、目玉になるような目標が解りにく

いものになっている。（神戸キャンパス） 

第２期中期計画は、第１期中期計画と同

様、新県立大学の基礎の構築を大きな目的

とした計画であり、特に重点項目等の区分

を設けず各項目の着実な実行を期したもの

であったが、基礎固めが終わった第３期中

期計画(平成21年度策定予定)においては、

重点項目等の設定についても検討してい

く。  

(3) 第１期中期計画からの継続項目を明示すべきであ

る。 

191項目中、114項目が、第１期中期計画で計画を順

調に実施している又は上回っていると評価された項目

である。それらを継続的項目であると明示していない

ので、第一期中期計画や自己評価との関連が解りにく

いものとなっている。（神戸キャンパス） 

第３期中期計画作成の際には、継続項目

についての記載方法を工夫していく。 

(4) 数値目標や達成時期をより多く明示すべきである。

外部資金獲得金額目標ないしは増額目標、知的財産

件数、公開講座の開講目標数、客員教員受入目標数、

学生１人当たりのパソコン設置目標台数等、数値目標

をもっと盛り込むべきである。（神戸キャンパス） 

数値目標については、第２期中期計画策

定においても極力設定する方向で検討した

が、計画項目全体を的確に反映させた数値

目標を選定することが難しいことから、大

学評価・学位授与機構の認証評価制度の評

価指標等を自己評価指標として設定すると

ともに、達成時期についても、極力計画項

目の中に記載するように努めた。 

(5) 中期計画に外部評価を受けるべきである。 

中期計画自体について、県立大学評価委員会の評価

を受けるべきである。第２期中期計画（案）に対し、

一般の意見・提案を募集した期間に外部評価も受ける

べきであった。（神戸キャンパス）  

第２期中期計画は、兵庫県立大学評価委

員会の第１期中期計画に関する評価意見も

反映して策定しており、その意味で同委員

会の一定の評価も受けていると考えてい

る。 

また外部評価としてはパブリックコメン

トと同時に、外部有識者にも参画いただい

ている兵庫県立大学運営協議会や兵庫県議

会各会派にも意見を求めたところである。

17 その他の事項 

(1) 公立大学法人化の再検討について（意見） 

兵庫県でも県立大学の地方独立行政法人化の当否に

ついて、第１期中期計画においては、「法人化の適否

について検討する」としていたが、第２期中期計画に

おける法人化についての表現は後退している。 

公立大学法人化についての考え方は基本

的に変わっておらず、当面、他大学の法人

化の成果や課題、県立大学の運営状況を踏

まえ、引き続き検討を行うこととしている。
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公立大学の約半数が法人化を選択しているという事

実は十分評価すべきであること、さらに平成18年12月

に公表された兵庫県立大学評価委員会の報告書にも

「法人化については、国立大学法人や公立大学法人の

成果や課題を検証するとともに、県立大学の運営実態

も踏まえながら、その適否を検討することを期待す

る。」との意見が付されていることも重く受け止める

必要がある。 

県立大学の管理運営に要する一般財源の県民に対す

る説明責任を果たしていくためにも継続的、積極的に

法人化の要否を検討する必要があると考える。（神戸

キャンパス） 

 

(2) 単年度の事業計画及び事業報告書の作成について

（意見） 

ａ 公立大学法人では単年度の事業計画書及び事業報

告書を作成し公表しているが、県立大学では大学全

体をまとめた単年度の事業計画書や事業報告書も作

成されていない。 

ｂ  ３年毎の中期計画は作成されているが、単年度の

事業計画書を作成していない。 

ｃ  県立大学は法人化せずとも法人化のメリットが明

らかな部分についてはその導入を図ることとされて

いるところから、単年度事業計画と事業報告書を作

成し公表することが望まれる。（神戸キャンパス）

 

第１期及び第２期中期計画は、ともに計

画期間が３年間と比較的短期間であり、ま

た、計画期間の２年目、３年目に自己点検・

評価を実施し、その結果を公表しているほ

か、設置者の置く兵庫県評価委員会による

評価も平成18年度以降毎年度受けているこ

とから、単年度の事業計画書及び事業報告

書の作成については作成しなかったもので

ある。 

なお、第３期中期計画については、計画

期間を６年とする考え方もあるので、その

場合には単年度計画等の作成を含め、中間

評価や計画のローリングのあり方について

検討していく。 
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